
松下電器が考えるＣＯ松下電器が考えるＣＯ２２排出削減プロジェクト　排出削減プロジェクト　

－基本的な考え方について－－基本的な考え方について－

２００５年４月２６日　　

松下電器産業株式会社

第１回グリーン物流パートナーシップ会議



Ⅰ．当社のグリーン物流の現状　

Ⅱ．ＣＯ２排出削減プロジェクトに向けて
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家電の輸送ネットワーク

■１次幹線　４，０００台/月
■２次配送　１，２００台/日

年間出荷物量は約１３０万トン（大型トラック満載で１３万台）

松下グループの物流概要　松下グループの物流概要　

多様な流通に対応した物流形態



モーダルシフト

輸送の効率化

エコカー導入

エコドライブ

輸送機器ﾒｰｶｰ様輸送機器ﾒｰｶｰ様物流会社様物流会社様

行　政　行　政　

関連部門関連部門

お得意先様お得意先様

地球温暖化

防止

大気汚染

防止

　　松下電器グループの松下電器グループのグリーン物流コンセプトグリーン物流コンセプト

　　

豊かな暮らしに貢献し、環境に配慮した物流をめざします



●日本の運輸分野

　　26,100万トン

●日本の貨物分野

　　10,518万トン　　

●電機業界の製品輸送

　　108万トン（推定）　　

●当社の国内製造

　　145万トン　　
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ＣＯＣＯ２２排出の現状と位置づけ　排出の現状と位置づけ　
松下グループの　　　　　　　　　　松下グループの　　　　　　　　　　
国内製品輸送によるＣＯ国内製品輸送によるＣＯ２２排出量排出量

（２００３年度）（２００３年度）
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●2003年1月より、自社鉄道ｺﾝﾃﾅ稼動（松下ロジスティクス所有）(滋賀⇔宇都宮)

モーダルシフトの推進　モーダルシフトの推進　
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ハイブリッドトラックの導入計画ハイブリッドトラックの導入計画
（松下ロジスティクス所有のエリア配送車）　　（松下ロジスティクス所有のエリア配送車）　　
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・顧客直送化
・返品物流の削減
・Ｕターン物流＊注の削減
・梱包サイズの最適化

・顧客直送化
・返品物流の削減
・Ｕターン物流＊注の削減
・梱包サイズの最適化

１１
なくす・へらす　なくす・へらす　

・ハイブリッドトラック導入
・エコドライブの推進

・ハイブリッドトラック導入
・エコドライブの推進

４４

燃費向上　燃費向上　

・モーダルシフト
・適正車輌へ替える
　（車輌の大型化・適正化）

・バイオ燃料の活用

・モーダルシフト
・適正車輌へ替える
　（車輌の大型化・適正化）

・バイオ燃料の活用

２２

替える　替える　

・社内での共同輸送徹底
・異業種との共同輸送
・調達品のミルクラン輸送

・社内での共同輸送徹底
・異業種との共同輸送
・調達品のミルクラン輸送

３３

まとめる　まとめる　

松下のＣＯ松下のＣＯ２２削減の考え方と取組みの全体像　削減の考え方と取組みの全体像　

４つのキーワードで推進　

＊Ｕターン物流：1次、2次物流の過程で拠点の地理的関係の結果、Ｕターンの様に逆戻りするような形になる輸送



共同輸送
のさらなる強化

モーダルシフトの拡充

エコドライブや低公害車
導入を推進する企業

（燃費向上推進事業者）
との連携

バイオ燃料を活用した
新たな仕組み作り

物流事業者様と連携して強化したい取組み物流事業者様と連携して強化したい取組み

松下を実験台に多様な削減対策にトライしましょう！

実施プロセスをマニュアル化し、広く公開することで貢献



・社内外での共同輸送や
　往復輸送化の推進

・重量勝ち/容積勝ちの貨物
　の最適化による満載化

・ＰＤＰなど新規製品に導入

・今後ますます増加する海外
　輸入製品での拡充

・物流事業者様の取組み成果
　を把握し、評価する仕組み
　作りの検討

・当社食堂の廃食油をリサイ
　クルして作るバイオ燃料の
　活用スキーム構築

取組みの視点取組みの視点

共同輸送のさらなる強化モーダルシフトの拡充

燃費向上推進事業者との連携 バイオ燃料活用の仕組み作り



グリーン物流を促進するシステムの開発グリーン物流を促進するシステムの開発

ＣＯ２排出量等の把握機能機
能
イ
メ
｜
ジ

ＣＯ２排出削減の促進機能

改正省エネ法で求められる報告内容

を網羅し、円滑にかつ正確に把握する

ＣＯ２削減を効率的、効果的に

実施するための各種分析を行なう

モーダルシフト分析機能

積載率分析機能

ムダな輸送を抽出する機能

燃費分析機能

従来 めざす姿

システム化
• 推定による現状把握
• 経験則での対策の実行

• 実績に基づく現状把握
• より早くより正確な改善点の把
握と効率的・効果的な対策の
実行



車載端末機器
との情報連携

Ｗｅｂを使った
情報入力

既存の輸送

システムとの

情報連携

グリーンロジ促進システム

・ＣＯ２排出量算定・集計

・輸送実態の評価・分析

システムの全体構成イメージシステムの全体構成イメージ
　■荷主と物流事業者が情報面で連携するオープンなシステム
　■ＣＯ２排出量や削減量が精度よく算定できるシステム
　■どの輸送にどんな対策を打てばいいかが見えるシステム
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（プラ協標準）

燃費法
（積載率別）

燃費法
（実測）

燃料法

213％ 114％

推定法実測法

注１：各手法のうちもっとも精度が高くなるよう細かい単位で正確なデータを取得した場合で比較

注２：車載機器データがある場合には燃料法、ない場合には実測燃費法を基準とした

← ３ｔ車

・トンキロ法では算定誤差が大きい場合がある

・実際の燃料使用量から算定するのが理想

（ご参考）各種算定手法におけるCO2排出量算定誤差の調査結果



物流事業者と荷主企業の連携によるＣＯ物流事業者と荷主企業の連携によるＣＯ２排出量等の算定手法（案）排出量等の算定手法（案）

燃料使用量は物流事業者から、輸送物量は荷主企業から情報提供

燃費

給油量（満タン） 総走行距離

実測（毎月）

輸送距離
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CO2 排出量

燃料使用量※

荷主 A　 CO2 排出量

輸送距離

トンキロ
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荷主Ａ
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荷主 C　 CO2 排出量

※輸送区間分

荷主Ｂ



グリーン物流促進システムの活用イメージグリーン物流促進システムの活用イメージ

輸送実態が荷主企業、物流事業者にデータで見えることにより

・両者による対策検討や、提案活動が活性化

・どの輸送でＣＯ２排出原単位が大きいか比較評価ができ、
　どこに問題があるかがわかる

・対策の効果について、事前シミュレーションや事後の確認ができる
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情報は共有化、但し、最終的にはお互いの役割・強み・アイデアで勝負


